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●介護や家事などをする。
●病気の治療、手術などの医療行為に同意する。

●入院や施設入所の際の身元保証人や引受人になる。
●遺言、養子縁組、認知、結婚、離婚等の意思表示
　など

○法定後見制度
　●本人の死亡
　●後見開始の審判が取り消された時

○任意後見制度
　●本人や任意後見人の死亡
　●契約の解除（正当な事由と家庭裁判所の許可が必要）
　●任意後見人の解任
　●法定後見制度の開始

成年後見人等がお手伝いできないこと

【財産管理】
●預貯金通帳、印鑑の管理
●収支の管理（預貯金の管理、年金・給料の受け取り、
　公共料金・税金の支払いなど）
●不動産の管理、処分
●遺産相続の手続き
●本人が不利益な契約を結んでしまった
　場合の取り消し　など

【身上保護】
●日常生活の見守り
●本人の住居の賃貸借契約の締結、費用の支払い
●治療・入院等に対する契約の締結、費用の支払い
●福祉施設の入退所に関する契約の締結、費用の支
　払い
●介護保険制度や障害者総合支援法のサービス利用
　契約、サービス内容の確認、見守り

成年後見人等がお手伝いできること

法定後見制度 任意後見制度

◯本人の判断能力、生活状況、経済状況を把握。
◯申立ての目的、後見事務の内容を整理。
◯申立てに必要な書類・費用を準備する。
※詳しくは、家庭裁判所に用意されている一覧表などでご確認ください。

申立て準備

成年後見制度の利用の流れ

申立て
本人が実際に住んでいるところ（住民票上の住所ではありません）
を管轄する家庭裁判所に申立てをします。
＊堺市内に在住、入所等の場合は大阪家庭裁判所堺支部。

家庭裁判所が本人の状況の調査や、問合せなどを行います。
審判手続き

必要に応じ裁判官が直接事情を尋ねます。
審　問

必要に応じ本人の判断能力について鑑定を行います。
鑑　定

家庭裁判所調査官が事情を尋ねたり、問合せたりします。
調　査

審 判 / 選 任
家庭裁判所は申立てに対して審判すると同時に、
成年後見人等を選任します。
成年後見人等が審判書を受領してから2週間後
に確定します。

判断能力
が低下

＊費用は、家庭裁判所に用意されている
　一覧表などでご確認ください。

任意後見監督人
の申立て

「判断能力がある方」が
予め「任意後見契約」

を締結

任意後見監督人の選任

成年後見人等は
どんなことができるの？

成年後見人等は、本人の意思を尊重し、本人の心身の状態
や生活状況に配慮しながら、本人に代わって、財産を管理
したり必要な契約を結んだりすることによって、本人を保
護・支援します。
法定後見制度は判断能力の程度により「後見」「保佐」「補助」
の３つの類型に分類されており、その類型ごとに成年後見
人等の仕事や権限（代理権・同意権・取消権）の範囲は異
なります。
任意後見制度では、本人があらかじめ結んでおいた任意後
見契約の範囲で任意後見人が支援をします。

成年後見人等の報酬は
いくら？

法定後見制度における成年後見人等の報酬は、後見人等から
の申立てに基づき、家庭裁判所が事案に応じて決定します。
一般的な目安として、専門職が成年後見人等に選任された場
合は、月２万円程度とされることが多いですが、管理財産額
や事務内容を踏まえ、最終的な金額は裁判所が判断します。

どんな人が申立て
できるの？

本人・配偶者・四親等以内の親族は、法定後見制度の申立
てを行うことができます。なお、身寄りがいない方など、
当事者による申立てが期待できない場合は、市町村長が申
立てを行います。

成年後見等の終了
成年後見制度は、下記の終了事由が発生したときに終了します。

成年後見人等の選任後は、成年後見人等だけでなく、身近な親族等や地域の人、保健・福祉・
医療の関係者などが支援を必要とする本人を日常的に見守り、その人の意思や価値観を尊重
して対応することが重要です。


